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神戸市の概要
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職員数 21,757名
一般行政・企業会計部門 10,198名
教育 9,991名（うち教員8,098名）
消防 1,568名

※2026年4月1日時点
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AI活用事例①

○AIを活用した図面審査
給水装置工事において、事業者が事前に図面の不備をAIにより自主確認
「令和８年度優良地方公営企業総務大臣表彰」を受賞(令和8年7月24日)

AI審査システム

全国初
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職員が行っていた形式的な作業を生成AIで代替

不備を差戻し

不備をその場で表示

「排水管の管種を記載してください」

「止水線のオフセットを記載してください」

導入前

導入後

※大半が記載漏れなどの単純な指摘

審査システムでOKの図面が申請される

事業者によるAIを活用した申請：約600件

▼図面

▼判定結果



AI活用事例②
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○生成AIアプリの内製開発

窓口応対ロールプレイアプリの開発事例

1. 市民ペルソナ作成

職員が自らの業務に応じたAIアプリを開発することが可能

2. AI市民が質問

転入届とマイナンバーカードの住所変更は同時に行えるということですが、妻と子供
の分もまとめて手続きできますでしょうか？

3. 職員が回答

4. AIによるフィードバック

○質問：転入届とマイナンバーカードの住所変更は同時に行えるということですが、
妻と子供の分もまとめて手続きできますでしょうか？

○回答：代理で手続きすることはできますが、奥様の分は委任状が必要です

○回答案の評価・改善ポイント

評価：不十分
改善点：代理手続きの条件について、より具体的に説明する必要あり。

改善後の回答例：「はい、マイナカードをお持ちであれば、ご家族(奥様とお子様)・・・

市民のペルソナとカスタマージャーニーを作成

代理で手続きすることはできますが、奥様の分は委任状が必要です
• 実現したい処理の流れをブロックのように組み合わせることで、生成AIを

活用したアプリを開発。
• 市民ペルソナやカスタマージャーニーを反映したAIチャットボットとの対話を

通じて、実践的な窓口応対のロールプレイを実現。

処理の流れ神戸市のDX推進方針
DIY：Do It Yourself

「職員による内製化」 を推進
急激な外部環境の変化にも柔軟に対応していくため、
ローコードツール等を使って積極的に内製化を進める



人事給与 / 指定管理 / 情報システム …

AI活用事例③

○AIアプリのテンプレート化
開発したAIアプリを他のツールとあわせてテンプレート化し、「業務改革パッケージ」として、130所属に展開中 2026.7時点
＊テンプレート化することで、導入に係る時間を大幅に圧縮（30分～1時間で導入） 今後もパッケージ数は順次拡大予定

テンプレート化により生成AIの導入を容易に
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生成AI01 庁内問い合わせ
問い合わせ方法の一元化
格納されたマニュアルによる自動応答
対応歴をナレッジ蓄積→応答精度向上

導入58所属

04 不備確認・突合
生成AIとAI‐OCRで、２書類間の不整
合を突合して確認

導入２所属

02 マニュアル検索
格納されたマニュアルを基にAIと対話しな
がら、必要な回答を見つける

導入59所属

05 出退勤管理
紙で管理していた非常勤や短時間勤務
者の出退勤管理をQRコードで読み取り

導入5所属

03 相談管理
過去の問い合わせを台帳と紐づけて
管理し、ナレッジ蓄積

導入5所属

06 外部問い合わせ
問い合わせ方法の一元化
応答文案の自動作成
対応歴をナレッジ蓄積→応答精度向上

導入１所属

生成AI

生成AI 生成AI

2025.9～ 2025.10～ 2025.12～

2026.3～ 2026.3～ 2026.3～

保健福祉 / 監査指導 / 道路 / 税 … 不動産管理 / 生活保護 / 保育所 …

建築 / 廃棄物 保険年金 / 住基戸籍 … 動物園



AI条例（AI活用ルール）

○ 神戸市ではAI条例に基づき、市及び受託事業者が業務にAIを活用する際にはリスクアセスメントを実施している。
（特に市民の権利・利益に影響を与える行政処分等の判断にAIを活用する際は詳細なリスクアセスメントを実施することとしている）

リスクアセスメント
22 件（簡易版）

・ Copilot
・ Dify
・ 庁内FAQ
・ ボイスボット
・ 自動審査
・ 市のHP要約    

etc

リスクアセスメントの例：
「市のHP要約」導入の際の対策

• 導入前にテスト・精度改善を行い、AIが市民に誤った
回答をしないように対策

• AIの精度改善だけではなく、HP自体の表現について
も一部見直し、市民への情報が不足しないよう調整
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アプリ開発で珠洲市の震災支援を実施

フロントヤード・バックヤード改革

職員間で共有しているダッシュボード（EBPM）

のびのびパスポート＋（プラス）

その他DX事例
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自治体業務へのAI活用



• AI進展におけるギャップを埋めるためには、業務の内容に踏み込んで分析することが必要ではないか。

※ AIが職員の業務を代替する時代においても、職員がAIの判断の妥当性をチェックできる業務知識の継承や、災害時等のAIが使用できない状況における業務継続性に留意が必要。

課題設定

○ 世間では「AIが人間の業務を代替する」、「AIにより多くの人が職を失う」などと言われており、経産省の推計※によれば、生成AI等が進展すると
仮定した場合には、事務型職種では32～55%が代替されうるともされている。

※（出典）経済産業省「第30回産業構造審議会経済産業政策新機軸部会（令和8年3月5日）参考資料２」 p. 11
○ 自治体のAI活用は進展しており、都道府県・指定都市では100%の導入率になっている。また、AIチャットボットに限らず、税関連の問合せに

自動応答するボイスボット（神戸市）や、窓口での相談内容の音声から文字起こし（千葉県）するものなど、活用の幅も広がりつつある。
○ しかし、自治体における現状のAI活用事例の延長線上には、事務型職種の半数が代替される未来は到底見えて来ない。

［方向性①］
• 職員の業務を細かなタスクに分解し、タスク毎にAI活用を考える。

→ 「生活保護業務へのAIの活用」といった一般論ではなく、法定手続の外形から
では見えない自治体の業務を解像度高くタスクに分解し、タスク毎にAI活用
の余地があるか、どのような問題が想定されるか等を整理していく

課題解決に向けた仮説

［方向性②］
• 職員のリテラシーに依存せず自然とAIを活用できる環境を整える。

→ 本市職員へのアンケートでは、生成AIを業務で活用した経験がある職員は 約
6割に留まっており、「使い道が思いつかない」、「使い方がわからない」等が理由
として挙げられている。誰もが自然とAIを活用できる環境を整備していく

課題認識

［想定される要因］
• 現在のAI活用は、議事録や文案作成など、周辺タスクに留まり、職員の日常業務の中核には踏み込めていない。
 日常の業務工程にどのようにAIを活用できるかがタスクレベルで特定できていない。
 AIの活用が一部のリテラシーの高い職員に限られている。
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方向性①ソリューション発でなく、タスクに分解し、そこにソリューションを当てはめる。

自
治
体
の
多
様
な
分
野

教育

福祉

防災

環境

まちづくり

Etc…

タスク単位
に分解

○ 地方自治体の業務には、分野を超えて共通するタスクが存在し、その処理には多くの時間を要している。
○ 多くの業務は、交渉・調整などの非定型タスクと、記録・検索などの定型タスクが混在している。現時点では、業務を構成す

るすべてのタスクを一括してAIで代替することは難しい。
（参考）“Automation and thus AI and robotics replace workers in tasks that they previously performed, and via this channel, 

create a powerful displacement effect.” — Acemoglu and Restrepo (2019)
Source: Daron Acemoglu and Pascual Restrepo, “Artificial Intelligence, Automation, and Work,” 
in The Economics of Artificial Intelligence: An Agenda, ed. Ajay Agrawal et al. (University of Chicago Press), 198.
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方向性①ソリューション発でなく、タスクに分解し、そこにソリューションを当てはめる。

神戸市役所全体：約1,088万時間 5,412人 *管理職を除くR7行政職員数

┗ 業務量調査実施所属：約539万時間 2,853人 *技術（道路・公園・都市計画・港湾等）福祉（生活保護・障害・保健・保育等）
ボリュームのある共通業務を選定し、内在するタスクに対してソリューションを導入、テンプレート化して水平展開

業務 年間業務時間数 割合
関与職員

人数 割合
対象
タスク ソリューション 年間効果時間数見込み

〔割合/業務時間数〕

契約・支払 326,434 6.1％ 1,427人 50.0％ 仕様書作成 生成AI仕様書作成プラットフォーム ▲51,870  〔▲16％〕*

施設管理
児童相談 など

364,994 6.8％ 1,799人 63.1％ 確認記録 窓口・電話支援AIシステム 検証予定

予算・決算
許認可 など

131,585 2.4％ 1,512人 53.0％ 問い合わせ ナレッジ蓄積によるAI応答 ▲33,226 〔▲25％〕

調査・研究 など 113,535 2.1％ 1,245人 43.6％ 文書検索 生成AI文書検索ナビゲーション ▲14,112 〔▲12%〕

〇分野を超えて共通するタスクが見込める業務

〇特に技術分野で共通するタスクが見込める業務

設計・積算 316,630 5.9％ 650人 22.8％ 確認審査 画像認識・生成AIによる
検図・積算の確認支援 検証予定

現地調査
工事監督 313,024 5.8％ 855人 30.0％ 記録 ウェアラブルカメラ・工事情報共有

システムの活用 検証予定

○ タスク単位に分解し業務量の削減を検討するアプローチは、着手すべきターゲットを抽出するうえで有効な手法になり得る。

*POC算出効果による理論値

︙

︙︙
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人事給与 / 指定管理 / 情報システム …

AI活用事例③

○AIアプリのテンプレート化
開発したAIアプリを他のツールとあわせてテンプレート化し、「業務改革パッケージ」として、130所属に展開中 2026.7時点
＊テンプレート化することで、導入に係る時間を大幅に圧縮（30分～1時間で導入） 今後もパッケージ数は順次拡大予定

テンプレート化により生成AIの導入を容易に
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生成AI01 庁内問い合わせ
問い合わせ方法の一元化
格納されたマニュアルによる自動応答
対応歴をナレッジ蓄積→応答精度向上

導入58所属

04 不備確認・突合
生成AIとAI‐OCRで、２書類間の不整
合を突合して確認

導入２所属

02 マニュアル検索
格納されたマニュアルを基にAIと対話しな
がら、必要な回答を見つける

導入59所属

05 出退勤管理
紙で管理していた非常勤や短時間勤務
者の出退勤管理をQRコードで読み取り

導入5所属

03 相談管理
過去の問い合わせを台帳と紐づけて
管理し、ナレッジ蓄積

導入5所属

06 外部問い合わせ
問い合わせ方法の一元化
応答文案の自動作成
対応歴をナレッジ蓄積→応答精度向上

導入１所属

生成AI

生成AI 生成AI

2025.9～ 2025.10～ 2025.12～

2026.3～ 2026.3～ 2026.3～

保健福祉 / 監査指導 / 道路 / 税 … 不動産管理 / 生活保護 / 保育所 …

建築 / 廃棄物 保険年金 / 住基戸籍 … 動物園

再掲



（参考）ソリューション構成図

生成AI仕様書作成プラットフォーム

①フォーム
入力

仕様書作成
支援

②必要な情報を探索

③仕様書
案作成
レビュー

生成AI

過去の仕様書
例規・マニュアル

⑤必要に応じて
再指示

④内容確認

⑦正しい結果を学習し精度向上

⑥仕様書
案修正
レビュー

ナレッジ蓄積によるAI応答 画像認識・生成AIによる検図・積算支援

職員

データベース

①問い合わせ

庁内問い合わせ
管理

②必要な情報を探索

③AIによる
自動回答

生成AI

過去の問い合わせ
例規・マニュアル

データベース

職員

④解決しない場合
再問い合わせ

⑤制度所管職員
による回答

自己解決 解決

制度所管
職員

⑥問い合わせ・回答を
ナレッジ蓄積
同様の問い合わせは
自己解決へ

職員

①図面
アップロード

検図・積算
支援

AI‐OCR 生成AI

過去の図面
例規・マニュアル

データベース

②必要な情報を探索

③図面不備
費用計算
レビュー

④内容確認 ⑤必要に応じて
再指示

⑥図面不備
費用計算
再レビュー

⑦正しい結果を学習し精度向上

仕様書完成 検図・積算完了
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方向性②職員のリテラシーに依存せず自然とAIを活用できる環境を整える。

○ 神戸市では、職員のリテラシーに依存せずAIを活用することができるように、庁内AI基盤として「KOBE AI PORT」を導入
○ 定型プロンプトと汎用アプリにより、職員のプロンプト習熟度によらず、やりたいことを選択するだけで使える利用環境を展開

プロンプト集
20テンプレート

・アンケート生成
・FAQ作成 等

AIアプリ
28アプリ

・音声からの議事録起こし
・研修資料のポッドキャスト作成

・アンケート集計
・Excelマクロ作成 等

○KOBE AI PORT

独自ナレッジ
条例・規則 ：889件

市会議事録：643件
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方向性②職員のリテラシーに依存せず自然とAIを活用できる環境を整える。

○ 神戸市では、自分の知りたい内容を聞くだけで回答を生成してくれる庁内FAQシステムを導入
 ⇒ 職員は、AIを使うという意識がなくてもAIを使うことになる。

①自然文での質問・回答

③引用元文書の表示
（マーカー付き）

②引用元文書の一覧

会計年度職員の結婚休暇
の付与日数を教えてください

格納されているマニュアル類
750文書（3室局13所属）

（一例）
・財務会計事務の手引き
・各種契約約款
・神戸市長の権限に属する事務の専決規定の手引き
・給与の手引き
・休暇マニュアル、休業制度等、服務管理関係
・収納管理事務の概要
・各種研修制度
・公用文作成の要領
・PCヘルプデスク業務範囲内FAQ

2025年度 FAQ質問数

約30万件
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方向性②職員のリテラシーに依存せず自然とAIを活用できる環境を整える。

○ ITリテラシーが低い職員にも自然体でAIを活用してもらうには、日常の業務フローで使用している既存システムにAIを組み
込んでいくことが必要ではないか。

○ 現在の標準準拠システムにはAIエージェント等の外部システムと連携することを想定した機能別連携仕様がなく、また、既
存の機能別連携仕様はファイル連携による実装が大半であるため、AIを組み込もうとするとカスタマイズせざるを得ない。

○ 将来的にAIエージェントの実装を進めるうえでは、機能別連携仕様の追加とAPIによる実装が重要となるのではないか。

APIが実装されている場合
 AIエージェントがAPIを通じてシステムを操作できる
 複数のAIエージェントやサービスから共通利用できる
 システムごとの個別開発を減らせる

APIが実装されていない場合
 AIエージェントから直接操作できない
 システム内部に個別の処理を作り込む必要がある
 連携先が増えるたびに開発・改修・保守が発生する

• 自治体で利用しているマイナンバー利用事務系の標準準拠システムやLGWAN系の業務システム（庶務事務、人事給与、財務会計、文書
管理等）の多くは、AIから操作しやすいREST_APIのような汎用インターフェースを備えておらず、従来型のファイル連携が中心となっている。

• 将来的にAIエージェントの実装を進めるうえで、少なくとも標準準拠システムにおいては、AIエージェント等の外部システムと連携するための機
能別連携仕様の追加や当初想定されていたREST_API等による実装の充実により、AI-Readyな環境を整備していく必要がある。

現状 目指す姿

住民情報システム
AIエージェント

人事システム

住民情報システム
AIエージェント

人事システム
標準準拠システム
をカスタマイズ

APIで接続
（標準インターフェース）
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国と地方の役割分担



［市税の遠隔相談］
神戸市内11か所の区役所等の窓口と新長田合同庁舎をオンラインで接続
カメラ・プリンターを遠隔操作し、対面のようにスムーズに相談することが可能
・個人市民税の申告受付、課税相談
・法人市民税、諸税、軽自動車税に関する相談
・固定資産税に関する相談
・分納相談・納付相談

＜2025年度実績＞
・利用件数 31,787件（平均132件/日）
＜2024年度アンケート＞
・利用者の95％が満足 70歳以上でも92％が満足

新長田合同庁舎

○ 市町村が裁量のある事務に注力し、自主性や自律性を発揮するため、全国一律の基準が適用され、裁量のない事務に
ついては、その執行主体の在り方を検討する必要があるのではないか。
・ 例えば、全国共通で画一的に実施される給付金支給事務等については、一元的に国等が執行まで担うことも考えられ
るのではないか。

○ 電子申請や遠隔相談が普及していくなかで、地理的近接性を前提とした事務処理を見直し、対面や実地の必要性を見
極めていくことで、執行主体の選択肢が広がるのではないか。
・ 併せて、電子申請や遠隔相談のさらなる普及を下支えするため、デジタルリテラシー向上支援を講じることも重要。

裁量のない事務の執行主体の在り方の検討

［スマホ相談］
高齢者等のデジタルリテラシー向上支援として、学生
等がスマホ相談と操作説明を実施
＜2025年度実績＞
・地域団体と連携した主張相談会
217回開催 / 2,820人参加

・公共施設でのスマホ相談窓口
687回開催 / 7,545人参加

＜これまでの累計＞
2,800回以上開催 / 32,783人参加

各区役所窓口

【議論の着眼点】
○ デジタル技術の進展により、従来と異なる主体が執行を担うほうが適切となる事務があるのではないか。
○ 全国的に迅速性や均質性が求められる事務においては、各市町村が執行主体であることが効率的・能率的なのか。
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留意点 縦・横のデータ連携をどうするか
○ デジタル技術の活用による自治体の業務効率化を推進するには、自治体が保有する住民データの効果的な活用をさらに

推進していく必要があるのではないか。
○ 住民データの活用方法として、①縦のデータ連携（国・自治体間の組織横断的な活用）、②横のデータ連携（自治体

内の分野横断的な活用）が想定されるが、それぞれ適法かつ安全に利用できる仕組みやルール整備が必要ではないか。

［①縦のデータ連携（国・自治体間の組織縦断的な活用）］
• 全国共通で画一的に実施される給付金支給事務等の国が執行主体

になることが合理的な事務については、住基ネットに係る最高裁判所判
決が示した権利保護上の要請を踏まえつつ、執行主体の変更とあわせ
て自治体の情報を国が適法かつ安全に利用できる仕組みを整備するこ
とが有用ではないか

• EBPMの観点でも、自治体データを全国横断で分析することで、施策効
果をより正確に捉え、国の制度改善に繋げることも可能であると想定

税申告 生活保護の
収入確認課税情報

収入情報
●課税情報を生活

保護事務に活用

［②横のデータ連携（自治体内の分野横断的な活用）］
• 自治体の事務においては、既に、ある程度、所管府省庁が異なる分

野間でデータが活用されており、執行主体の在り方を考えるに当たって
は、こうした点にも留意する必要がある

●建築確認情報を
保育所整備計画
に活用

保育所の設置
保育需要

マンションの
建築確認
情報

整備計画に反映

収入申告漏れの発見

建築確認届

• 同時に、自治体が保有するデータは、更なる分野横断的な活用により
新たな価値を生み出す余地があることから、国が主導するなど、その活
用を促進する仕組みを整備することが有用ではないか

イメージ

A省 B省

A分野 B分野
＜自治体＞

②

① ①

＜国＞

【神戸データラウンジによる取組】
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国の役割例①サイバーセキュリティ
【議論の着眼点】
○ サイバーセキュリティやAI活用など、国際的な動向が直接に地方公共団体の事務処理に大きな影響を及ぼす領域では、

国やこれに準ずる主体がより大きな役割を果たすことが求められるのではないか。 ※出典：第6回専門小委員会（6/17）資料３より

○ 市区町村におけるデジタル分野を担う職員の数は、約半数の自治体において3名以下の状況であり、個々の自治体が専
門的な知見を深めながら高度なサイバーセキュリティ対策を検討していくことは実質的に困難な状況

○ AI性能の高度化を踏まえたサイバーセキュリティ対策の強化が求められる現況において、デジタル庁が推進するゼロトラス
ト・アーキテクチャへの移行を見据え、国やこれに準ずる主体が共通基盤の整備など、より大きな役割を果たすことには賛成

ただし、
○ 共通基盤等の整備にあたっては、集約により欠陥や障害時の影響が広範に及ぶことを考慮し、高度専門人材を十分に

確保して万全の体制で進める必要がある。また、国の仕組みや知見をそのまま自治体に適応するのではなく、自治体特有
の業務やデータの特性を踏まえたものとするため、自治体現場の声が取り入れられる仕組みが必要

集約前

• 欠陥や障害時の影響
は各自治体にとどまる

集約後

• ひとつの欠陥や障害が
全国規模に波及

集約化はリスクの規模も変える

単独自治体では想定しなかったスケールへの備えが必要

1. 高度技術人材への十分な投資
人材への投資を惜しまず、影響範囲やリスクに見合う専門性・体制を確保

2. 自治体現場の声を取り入れる仕組み
国の仕組みや知見をそのまま適応するのではなく、自治体現場の声を聞き、
自治体特有の業務やデータの特性を踏まえた検討とする必要

国が担うための必須条件
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国の役割例②AI等の技術の知見の集約・提供
【議論の着眼点】
○ サイバーセキュリティやAI活用など、国際的な動向が直接に地方公共団体の事務処理に大きな影響を及ぼす領域では、

国やこれに準ずる主体がより大きな役割を果たすことが求められるのではないか。 ※出典：第6回専門小委員会（6/17）資料３より

○ AIの技術進歩のスピードは目覚ましく、個々の自治体がセキュリティリスクにも向き合いながら高度なAI活用を検討していく
ことは実質的に困難な状況であることから、国やこれに準ずる主体がより大きな役割を果たすことには賛成

○ 人口減少下では、創意工夫しながらAI活用を進める自治体もある一方で、「先進事例を参考に検討する」というのが現
実的でない自治体も出てきているのではないか。

○ そのため、「先進事例をそのまま導入する」ことができるよう、ある自治体で効果が実証されたAI活用の好事例を国等が集
約し、アプリやテンプレートをセットにした「国版の業務改革パッケージ」として小規模自治体等でもすぐに使える形で提供す
るのが有用ではないか。

A市：相談記録の要約

B市：問い合わせ対応

自治体(好事例) 国(デジタル庁等)

評価 効果検証 標準化・
汎用化

ガバナンス
整備

リスク
確認

事例の
集約

全国の自治体

パッケージと
して提供

※単に先進事例を紹介するガイドブックの提供ではなく、
各自治体がそのまま導入し、実業務に速やかに活
用可能なソリューションとして提供することが有用

・・・

好事例のテンプレート化(業務改革パッケージ)

イメージ

問い合わせ対応パッケージ

職員が活用し、業務を効率化

ある自治体で効果
が実証されたもの
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＜事例② データ可視化による滞納整理効率化＞
・BIツール「Tableau」により、滞納事案の進行管理を効率化
・必要なデータや分析の観点（執行の知見）を可視化データや研修へ反映
・差押件数
6,621件 2022年度 → 8,320件 2024年度

留意点 「執行」の知見をどう取り入れるか

○ AI活用を含めたDXの検討にあたっては、「制度企画」における全体最適等の視点もさることながら、実際に「執行」す
る事務処理の流れや変化する課題などを十分に踏まえることが肝要である。

○ 執行の知見を踏まえることが不十分な制度や企画は、往々にして現場が混乱し、想定された効果が発揮できない。
○ 制度企画と執行を一体化させずに、AI活用を含めたDXを検討するのであれば、多様な執行の知見を継続的に制

度企画へ反映する仕組みを確立することが重要ではないか。

［税務部の制度企画と執行の一体化による好循環］
2019年 市内９か所の市税事務所（執行部門）を新長田合同庁舎へ
集約し制度企画部門と一体化

＜事例① 生成AIボイスボット＞
・職員が対応した問い合わせ内容（執行の知見）をボイスボットへ追加・修正
・ボイスボット回答一致率
66.3％ 2025年度 → 72.7％ 2026年度

→ AIエージェントによる対応チャネル
(自動音声・Web・有人対応)振り分けを検討中

［執行現場で課題のあった国の自治体DX事例］

＜事例② 保育DX＞
・保育現場の負担軽減に資する保育DXの推進に向けた要請

令和8年6月10日 指定都市市長会

国は、保育分野において、（略）全国統一システムを導入・運用しているが、保育施設・ 
地方自治体は、合計７つの異なるシステムを理解する必要があり、事務負担はますます増
大している。 全国統一システムの導入・運用に当たっては、（略）保育施設・地方自治体
の意見を十分聞き、 （略） 全ての利用者が使いやすい仕様とするとともに、 システムの統
合やシステム間での情報連携等を行うこと。

＜事例① 感染症対策＞
・「新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を踏まえた 次の感染
症危機に備えるための対応の方向性」に対する要請

令和４年７月13日 指定都市市長会

感染症対策に関連するシステムについて、（略）複数のシステムが存在しており、医療現場
での入力の負担となるとともに、自治体内での効率的な事務処理、データ管理や連携、蓄
積されたデータの活用が困難な状況にあることから、指定都市等の現場の実態を踏まえつつ、
システム構築、データ整備・運用の管理統制を一元化して実施することを定めるとともに、 
（略）医療・保健DX等を推進すること。
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［課題発見と解決に向けた主な取り組み］

○ 一方で、デジタル技術が進展しようとも、行政課題を発見して、解決に向けて取り組むことは、行政の重要な役割であり続ける。
○ その点、様々な課題が日々発生し、その解決策も自明ではない現代社会においては、この課題発見と解決策の立案の機能

を、国だけが一元的に担う仕組みは脆弱ではないか。むしろ、全国の自治体が様々な角度から行政課題（地域固有の課題
も全国共通の課題も）を発見し、創意工夫や試行錯誤を繰り返しながら、課題解決に向けて取り組む方がよりレジリエントな
仕組みではないか。

○ 国が立案した制度を「執行」するという役割は、今後、自治体以外の主体が担うことや、自動化やAIへの代替が進むことにより
縮小していくのであれば、今後の自治体の役割は、むしろ新たな行政課題の発見と解決が中心になっていくのではないか。

○ また、課題解決にあたっては、同種の事務を担う市町村間の水平連携がますます重要となっている。デジタル技術の進展によ
り、地理的な制約を受けることなく水平連携が可能であり、国においても、市町村間の水平連携を促進するための支援を強
化すべきではないか。

不確実な現代社会において自治体が担うべき役割

＜事例① こうべ再生リンプロジェクト＞
       2014年(肥料登録）→ 他自治体へ展開

【課題】 ・農業に必要な肥料である「リン」はほぼ全てが海外からの輸入
【取組】 ・下水処理過程で「リン」を抽出→農業→食卓の資源循環
        

＜事例② Urban Innovation KOBE＞
 2017年 → 他自治体へ展開

【課題】 ・行政課題の解決に向けた新技術の実証環境が未整備
・スタートアップの社会実装機会の不足

【取組】 ・現場課題とスタートアップの技術を結び付け、協働して解決

＜事例③ 認知症神戸モデル＞
2019年 → 他自治体へ展開

【課題】 ・認知症になっても安心して暮らせる仕組みづくり
【取組】 ・「診断助成制度」と「事故救済制度」を組み合わせた

全国初の制度を超過課税を財源に実施

＜事例④ 盛土規制にかかる条例制定＞
2020年 → 盛土規制法に先駆けて条例化

【課題】 ・不適切な土砂埋立てを防止し、市民の生活環境を保全
         する仕組みづくり
【取組】 ・国の盛土規制法2023年施行以前から、不適切な盛土

等を条例で規制

［水平連携の主な事例］
＜事例① 一般廃棄物の広域処理＞
・芦屋市域で発生する可燃ごみを神戸市で焼却
・既存施設の効率的な使用と環境負荷低減に寄与
・2030年度以降開始予定

＜事例② 被災道路の把握と共有＞
・2024年 能登半島地震 
・珠洲市からの情報や要望をリモートで聴取
・約６日間で道路等の被災状況を収集・共有する
アプリを神戸市で開発し、運用を開始
・従来の手作業での資料作成が不要となり、スマホで
撮影した写真と位置情報等を職員間および建設事
業者と共有 24



その他
○ 自治体のAI導入に係るセキュリティ確保等の技術的支援

• 生成AIの導入にあたっては、接続形態やデータの格納方法により、①約款ベースのインターネット接続型、②相対契約によるインターネット
接続型、③ LGWAN接続型、④組織内閉域型の４つのモデルが想定される。また、クラウドLLMか、ローカルLLMかの選択肢も存在する。

• これらの導入モデルはそれぞれセキュリティレベルが異なるが、「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」では、
個人情報/機密情報の取扱可否がパブリッククラウドサービスとしての取り扱い等に包含されており、各導入モデルに応じて許容すべき個人
情報/機密情報の取扱範囲が十分に整理されていない。

• 自治体が安心してAIを導入・活用するためにも、各導入モデルに応じて許容可能な個人情報/機密情報の取扱範囲を、国がより具体的
に明示することが有用ではないか。

○ 源内（GEN-AI）のような自治体向け共通基盤の整備
• 汎用的AIのチャットボットでは、小さなユースケースはあっても全庁的なインパクトは小さく、全庁的にボリュームのある業務量削減・効率化
は、業務特化型のアプリや独自の情報を参照させるRAGでなければ実現は難しい。

• 小規模自治体にとっては、源内のような共通AI基盤を独自に導入することは難しく、業務特化型のアプリを開発していくこともハードルが高
いと考えられる。源内は自治体には提供しない方針と聞いているが、源内に変わる自治体共通AI基盤のようなサービスを国に準ずる主体
が提供することも考えらえるのではないか。

• 国においては、所管府省庁からの通知類や、先進自治体が開発したアプリ・テンプレートを当該基盤上で共有する仕組みや場所を提供し、
各自治体のAIが自由に参照できるようにすることが有用ではないか。
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